
1/3 

 

平成 28 年度 入札・契約制度の改正について 

（工事・コンサル関係） 

 

平成 28 年 3 月 4 日 

 

１ 前払金・中間前払金の対象範囲拡大について 

 受注者の資金調達を円滑にし、建設工事・建設コンサルタント業務の適正な履行確保を図るた

め、前金払制度・中間前金払制度の対象を拡大します。 

※ 建設工事（改正） 

【対 象 工 事】 ・前払金（請負代金額の 10 分の 4）※10 万円未満の端数は切捨て 

              （改正前）           （改正後） 

           予定価格が 500 万円以上  →  予定価格が 130 万円超 

         ・中間前払金（請負代金額の 10 分の 2）※10 万円未満の端数は切捨て 

              （改正前）           （改正後） 

           予定価格が 1,000 万円以上 →  予定価格が 500 万円超 

【実 施 時 期】  平成 28 年 4 月 1 日以降に契約締結する工事 

 

 ※ 建設コンサルタント業務（新規） 

【対 象 業 務】  

予定価格 130 万円超の建設工事に係る設計、調査及び測量（工事監理業務は除く。） 

【前払金の額】 

請負代金額の 10 分の 3 ※10 万円未満の端数は切捨て 

【実 施 時 期】 

  平成 28 年 4 月 1 日以降に契約締結する建設コンサルタント業務 

【条 件】 

  前払金保証事業会社と保証契約を締結し、その保証証書（前払保証）を提出 

 

２ 特定建設工事共同企業体（特定 JV）の対象工事について 

 宇和島市建設工事共同企業体取扱要綱第 3 条（共同企業体の対象工事）第 1 項を以下のとおり

改正します。（平成 28 年 4 月 1 日施行） 

現 行 改正後 

（共同企業体の対象工事） 

第 3 条 共同企業体の対象工事は、工事の規模、性格

等により共同企業体による施工が適切であると認めら

れる工事とする。 

（共同企業体の対象工事） 

第 3 条 共同企業体により競争入札等を行わせること

ができる市工事は、1 件の設計金額が、おおむね、次の

各号に掲げる工種の区分に定める額以上の規模であっ

て、確実かつ円滑な施工を図るために共同企業体による

施工が必要と認められる工事、市外の建設業者から市内

の建設業者への建設技術の移転のため市外の建設業者

と市内の建設業者との共同施工が必要と認められる工

事及びその他共同施工が必要と認められる工事とする。 

（１）建築本体  10 億円 

（２）建築設備  12 億円 

（３）その他   15 億円 
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３ 工事・コンサルタント業務に係る提出書類について 

 受注者に提出を求めていた一部書類について、平成 28 年 4 月 1 日以降契約する案件から以下

のとおり取扱うものとします。 

● 課税事業者届出書（課税事業者は提出不要） 

 課税事業者であるか免税事業者であるかの確認は、「免税事業者届出書」によるものとし、届出

書の提出のない事業者は、課税事業者として取り扱います。※免税事業者は従来どおり「免税事

業者届出書」を提出してください。 

● 現場代理人、主任（監理）技術者等について（通知）（様式変更） 

 別紙のとおり様式を変更します。ホームページからダウンロードして提出してください。 

● 下請負予定届出書（「現場代理人、主任（監理）技術者等について（通知）」の添付書類） 

 これまで、契約締結後に工事（業務）担当課に提出していた「下請負予定届出書」は、契約締

結時に「現場代理人、主任（監理）技術者等について（通知）」の添付書類として、財政課契約係

に提出してください。※下請負予定金額が 3,000 万円（建築一式にあっては 4,500 万円）以上

の場合は、監理技術者の配置が必要となります。 

 

４ 建設工事における現場代理人の常駐緩和及び主任技術者の専任における取扱い

について 

 平成 25 年度より実施しております、現場代理人の常駐緩和及び主任技術者の専任に係る取扱

いに関する特例措置について、平成 28 年度も継続します。 
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平成○○年○○月○○日 
 
宇和島市長  石 橋 寛 久  様 
 

受 注 者  住  所 ○○市○○町○－○－○ 
氏  名 （株）○○建設 

代表取締役社長  ○○ ○○  印 
   

現場代理人、主任(監理)技術者等について（通知） 
 
  下記の工事について、現場代理人、主任(監理)技術者及び専門技術者として下記の者を決定したので、工事請

負契約書約款１０条第１項の規定により通知します。 
  なお、下記に記載した事項は事実に相違ないことを誓約いたします。 
 

記 
 
 工事名    ○○○○○○建設工事                      (請負代金額  １０，０００，０００円)  

名   称 氏   名 住      所 資格区分 資格者証番号 

現場代理人 ○○ ○○ ○○市○○町○－○－○   

主任技術者 ○○ ○○ ○○市○○町○－○－○ １級土木施工管理技士  

監理技術者     

専門技術者     
 

   
他 の 公 共 工 事 の 受 注 状 況 

（本工事と現場代理人、主任（監理）技術者の兼任を行う工事に限る。） 
現場代理人名 

主任技術者名

又は 

監理技術者名 
発注先 工  事  名 

請負金額 

(千円) 
工  期 

宇和島市 

 

愛媛県 

△△△△△△工事 

 

□□□□□□工事 

5,000 

 

15,000 

H28.4.1～H28.9.30 

 

H27.2.1～H28.11.30 

○○ ○○ 

 

○○ ○○ 

○○ ○○ 

 

○○ ○○ 

 
注） 

１  記載にあたっては、次のとおりとすること。 

ア  主任技術者及び監理技術者にかかる資格区分欄は、法第 7 条第 2 号及び法第 15 条第 2 号の規定に対応する内容を記載す

る。 

(記載例) 

法第 7 条第 2 号イ該当者は「学歴」、ロ該当者は「実務経験」、ハ該当者は「２級土木施工管理技士」等具体的な資格名、法第

15 条第 2 号イ該当者は「1 級土木施工管理技士」等具体的な資格名、ロ該当者は「指導監督的実務経験」、ハ該当者は「大

臣認定」 

イ  資格者証番号欄は、法第 27 条の 18 第 1 項の規定による監理技術者資格者証の交付番号を記載する。 

ウ  専門技術者は、法第 26 条の 2 第 1 項又は第 2 項に規定する技術者を記載する。 

２  市長は、必要と認めるとき関係資料の提示を求めることができるものとする。 

３  監理技術者を置く場合にあっては、監督員は監理技術者に対し、監理技術者資格者証の提示を求めることができる。 

４  本通知書に下請予定届出書を添付すること。 

別 紙 


